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令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度

実質収支 186億9,600万円 211億3,700万円 0 0

単年度収支 ▲24億4,100万円 83億9,000万円 10（+7） 3

実質単年度収支 ▲22億8,900万円 104億7,000万円 12（+9） 3

※表示単位未満四捨五入のため、表内で一致しない場合がある。
（注）実質収支は、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額をいう。

　　　単年度収支は、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額をいう。

    差し引いた額をいう。

決算額 赤字の団体数
区分

　　  実質単年度収支は、単年度収支に、財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取り崩し額を

１ 決算規模と収支の状況

図 １ 歳入、歳出及び実質収支

表 １ 収支の状況
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◆決算規模

・前年度から歳入は0.7％減少、歳出は0.4％減少

歳入 6,593億1,600万円（対前年度 ▲45億5,800万円、 ▲0.7％）

歳出 6,366億3,700万円（対前年度 ▲22億4,800万円、 ▲0.4％）

◆収支の状況

・単年度収支、実質単年度収支は赤字
実質収支は186億9,600万円で全団体黒字、単年度収支は赤字が7団体増え、全体では

24億4,100万円の赤字（10団体で赤字）となった。
実質単年度収支は、単年度収支が赤字となったこと及び財政調整基金の取崩額が増

加したため、22億8,900万円の赤字（12団体で赤字）となった。



２ 歳入の状況
・依存財源である国庫支出金（▲230億1,900万円）や地方債（▲55億1,200万円)
が大きく減少した一方、自主財源は増加（＋199億1,400万円）
・依存財源が全体の63.8％を占め、国等への依存度が高い状態が継続

国庫支出金は、新型コロナウイルス対策に充てるための交付金などが減少したことに

より、前年度と比較して230億1,900万円（▲14.5％）と大幅に減少した。

また、地方債は、学校教育施設整備事業債（+26億1,400万円）、一般廃棄物処理事業

債（+10億7,400万円）及び過疎対策事業債（+9億2,000万円）などが増加したが、臨時財

政対策債（▲102億9,600万円）が著しく減少したことにより、全体で55億1,200万円

（▲10.6％）減少した。

歳入決算額の構成比は、地方税が24.2％、地方交付税が21.4％、国庫支出金20.6％、

県支出金が8.8％、地方債が7.1％などとなっており、前年度と比較すると地方税の構成

比がやや増加し、国庫支出金や地方債の構成比が減少した。自主財源及び依存財源の構

成では、依存財源が3.3ポイント減少し63.8％となったが、依然として高い割合を依存財

源が占めている。
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表 ２ 歳入の内訳



２ 歳入の状況
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図 ２－２ 歳入決算額の推移

図 ２－１ 歳入決算額の構成比



３ 歳出の状況

（１） 目的別歳出内訳
・商工費、教育費等が増加したが、総務費及び民生費が大幅に減少
・新型コロナウイルス対策の子育て世帯への臨時特別給付金事業等の終了に
より民生費は減少したが、なお支出全体の約４割を占める

歳出合計額は、商工費、教育費などが増加したが、総務費及び民生費が大幅に減少し

たため、全体では22億4,800万円（▲0.4％）減少した。

総務費は、国東市のＣＡＴＶ施設整備事業が終了したことなどにより、67億900万円

（▲8.0％）減少した。

民生費は、臨時特別給付金事業（子育て世帯、住民税非課税世帯等）が終了したこと

によって134億1,900万円（▲5.4％）減少した。

衛生費は、大分市など６市で進める新環境センター整備事業の進捗に伴う事業費の増

加などがあり、51億3,300万円（+8.8％）増加した。

商工費は、消費喚起等のためのプレミアム商品券発行事業の影響により、52億1,200

万円（+27.2％）増加した。

教育費は、大分市の金池小学校施設整備事業や別府市の学校給食共同調理場建設事業

の進捗に伴う事業費の増加などがあり、67億8,500万円（+12.4％）増加した。

歳出決算額の目的別構成比の主なものは、民生費36.9％、総務費が12.1％、公債費及

び衛生費が10.0％などとなっている。

表 ３－１ 歳出（目的別）の内訳
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３ 歳出の状況
図 ３－１ 歳出（目的別）決算額の構成比

図 ３－２ 歳出（目的別）決算額の推移
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３ 歳出の状況

（２） 性質別歳出内訳
・義務的経費は人件費及び扶助費が減少したものの、構成比は約５割を占める
・投資的経費は災害復旧事業の進捗に伴い減少
・その他経費は消費喚起等のプレミアム商品券事業の影響により補助費等が増加

義務的経費は、164億4,700万円（▲4.9％）減少した。人件費は、委員等報酬が増加し

たものの、職員給及び退職金が減少したため2億7,300万円（▲0.3％）減少した。

また、扶助費については、新型コロナウイルス対策として行われた臨時特別給付金事業

（子育て世帯、住民税非課税世帯等）の終了などの影響により、175億3,900万円（▲10.

0％）減少したことが主な要因となっている。一方で、公債費は杵築市と国東市の繰上償

還金が増加し、全体としては13億6,500万円（+2.2％) 増加した。

投資的経費は、普通建設事業費が6,900万円（+0.1％）増加したものの、災害復旧事業

費が令和２年７月豪雨災害の復旧事業の進捗に伴い、5億5,500万円（▲6.1％）減少し

た。その結果、全体では4億8,600万円（▲0.6％）減少した。普通建設事業費は横ばいと

なっており、国東市のＣＡＴＶ施設整備事業が終了したものの、大分市の金池小学校施設

整備事業や、新環境センター整備事業の進捗に伴う事業費の増加により微増となってい

る。

その他の経費では、消費喚起等のためのプレミアム商品券発行事業などの影響により、

補助費等が96億1,000万円（+9.3％）増加した。また、物件費は、大分市の学校給食費の

公会計化に伴う学校給食管理事業などの増加により、72億800万円（+8.4％）増加した。

表 ３－２ 歳出（性質別）の内訳
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３ 歳出の状況

図 ３－３ 歳出（性質別）決算額の構成比

図 ３－４ 歳出（性質別）決算額の推移
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社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費の財源内訳

一般財源分 918億4,100 万円

うち社会保障財源化分の市町村交付金分 154億1,200 万円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費：決算額】 （単位：百万円）

国（県）
支出金

市町村債 その他
うち社会保障財源化分

の市町村交付金

障がい者福祉事業 43,146 30,458 24 32 12,632 2,207

高齢者福祉事業 6,777 456 50 673 5,598 686

児童福祉事業 61,845 42,179 207 1,294 18,165 3,631

母子福祉事業 4,244 1,506 5 2,734 488

生活保護扶助事業 25,375 19,431 171 5,773 909

その他事業 2,668 677 1 68 1,922 309

小 計 144,054 94,707 281 2,243 46,823 8,231

介護保険事業 24,512 4,200 3,218 17,094 2,663

国民健康保険事業 15,005 9,365 1,219 4,421 746

国民年金事業 833 18 816 139

その他事業 11,041 1,711 98 9,233 1,544

小 計 51,392 15,293 4,535 31,564 5,093

高齢者医療事業 5,980 813 745 4,422 588

病院事業 1,655 41 50 1,564 204

疾病予防対策事業 4,261 817 111 3,333 609

医療提供体制確保事業 681 51 201 39 390 62

その他事業 4,950 615 135 455 3,744 624

小 計 17,527 2,336 337 1,401 13,454 2,088

212,973 112,336 618 8,178 91,841 15,412

社会
保険

保健
衛生

合 計

※表示単位未満四捨五入のため、表内で一致しない場合がある。

区分 経　　費

財　　　源　　　内　　　訳
特　　定　　財　　源 一　般　財　源

社会
福祉

３ 歳出の状況

（３） 社会保障施策に要する経費の状況
・地方消費税率引上げ分の使途

県全体で社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費は、2,129億7,300万円であ

り、歳出総額の33.5％を占めている。

その財源内訳では、国（県）支出金等を除いた一般財源が918億4,100万円となってお

り、そのうち消費税率引上げ分を財源とする社会保障財源化分の市町村交付金は、154億

1,200万円で16.8％を占めている。
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県内 全国

市平均 100.3 98.7

町村平均 97.9 96.3

４ 経常収支比率

・県全体で94.2％（対前年度 4.3ポイント上昇）
・地方交付税及び臨時財政対策債が減少したことにより全団体で上昇

経常収支比率は県全体で94.2％となり、前年度（89.9％）と比較すると4.3ポイント上

昇した（全団体で上昇）。これは、経常一般歳出である物件費などが増加したことに加

え、経常一般財源等である地方交付税及び臨時財政対策債が減少したことが要因となって

いる。

経常収支比率に占める人件費の割合は27.2％と依然として高く、地方公務員の給料水準

を表すラスパイレス指数でも全国の市及び町村平均と比較して高い状況にあるため、給料

水準の抑制を推進する必要がある。

※経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源が、地方税、地方交付
税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源等の合計に占める割合をいいます。この数値が低いほど、普通建設事業費などの
臨時的経費に充当できる一般財源があり、財政構造が弾力性に富んでいることになります。
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図 ４－１ 経常収支比率の推移 表 ４ 県内のラスパイレス指数

図 ４－２ 市町村別経常収支比率

※詳細は参考資料の「市町村別ラスパイレス指数」を参照



５ 地方債と積立金の状況

◆地方債現在高（地方債残高）
・前年度から2.8％減少し、臨時財政対策債を除く実質的な地方債現在高は
0.8％減少
地方債現在高は、5,286億9,400万円で、前年度末と比較すると153億5,100万円

（▲2.8％）減少し、臨時財政対策債を除く実質的な地方債現在高は、3,420億4,800万円

で25億9,700万円（▲0.8％）減少した。

減少したものは、旧合併特例事業債▲99億300万円（▲11.2％）、緊急防災・減災事業

債▲5億7,300万円（▲4.0％）などとなっており、県内の人口一人当たりの地方債残高は

47万1千円となり、1万円減少した。

また、普通交付税の振り替わりである臨時財政対策債は、発行額も大きいため、地方

債現在高に占める割合は全体の約４割（35.3％）を占めている。

◆積立金現在高
・２年連続で増加
積立金現在高は、今後予定されている施設整備等の財源確保のために積立てが増加

し、1,945億3,200万円となり、前年度末と比較すると38億6,800万円（＋2.0％）の増と

なった。

内訳としては、財政調整基金が28億1,700万円（＋4.7％）増加、地方債の償還に充て

るための減債基金が5,200万円（▲0.2％）減少し、使途を特定したその他の特定目的基

金が11億200万円（＋1.1％）増加した。
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図 ５ 地方債と積立金の推移



６ 健全化判断比率及び資金不足比率

＊将来負担比率について、実質的な将来負担がない場合(ゼロ以下)にはハイフン(－)で表記しています。また、
県加重平均は実質的な将来負担がない団体の数値も含めて算出したものです。

＊有形固定資産減価償却率について、総務省「地方公会計の整備により得られるストック情報等に関する調査に
ついて」における令和3年度末の数値を参考値として表記しています。
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◆実質赤字比率及び連結実質赤字比率のある団体はなし

◆実質公債費比率は早期健全化基準に該当する団体はなし
・7団体で下降するも、11団体で上昇し県平均で前年度比0.3ポイント上昇
（5.6％→5.9％）
○過年度の繰上償還等による元利償還金の減少（豊後高田市、杵築市ほか）
●元利償還金の増加（別府市、竹田市ほか）
●債務負担行為の増加による準元利償還金の増加（大分市、日田市ほか）
※早期健全化基準：25％、財政再生基準：35％

◆将来負担比率は早期健全化基準に該当する団体はなし
・比率がある団体において、3団体で上昇するも、4団体で下降し県平均で
前年度比 1.6ポイント下降 （▲1.0％→▲2.6％）
●財政調整基金の取崩しによる充当可能基金の減少（宇佐市、由布市）
○繰上償還や既発債の償還進展による地方債残高の減少（竹田市、杵築市ほか）
○将来負担に充当可能な基金額の増加（中津市、日出町ほか） ※早期健全化基準：350％

◆資金不足比率は経営健全化基準に該当する事業はなし
・ただし、中津市の小児救急センター（診療所会計）及び小規模集合排水事業特別
会計で資金不足が発生
●小児救急センターでは、新型コロナウイルスの影響に伴う受診控え等による医業収益の減少
（資金不足比率：8.1％）
●小規模集合排水事業特別会計では、R5.4.1からの法適用に伴う打切り決算により、
R5.4～5月分の収入がR5年度の収入となったため、法適用前の会計で資金不足が発生
（資金不足比率：5.3％） ※経営健全化基準（早期健全化基準に相当する基準）：20％

◆資産の老朽化状況を示す有形固定資産減価償却率は、年々増加傾向
・県平均で前年度比 1.2ポイント増加（R2:64.6％→R3：65.8％）
※将来負担比率との組み合わせによって、保有資産の老朽化対策の状況などを確認（→P13）

○：比率の下降要因
●：比率の上昇要因を指す。



６ 健全化判断比率及び資金不足比率
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◆財政指標の組み合わせによる分析

・将来負担比率と実質公債費比率の組合せによる分析
将来負担比率はストックの指標、実質公債費比率はフローの指標であるため、組み合わせて

分析することにより、健全化法上のストックとフローの両面から将来負担を捉えるもの。

組み合わせ分析の例

※将来負担比率において、実質的な将来負担がない（ゼロ以下）市町村は表示していません。
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実質公債費比率と将来負担比率による組み合わせ分析



６ 健全化判断比率及び資金不足比率
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◆財政指標の組み合わせによる分析

・将来負担比率と有形固定資産減価償却率による組み合わせ分析
公共施設の将来的な更新経費等を検討するにあたり、将来世代が返済すべき借金等（負債）

の割合を示す将来負担比率と有形固定資産減価償却率を組み合わせて分析することにより、老
朽化対策の先送りという潜在的な将来負担も含め、各市町村の将来の負担をより総合的に捉え
たもの。

※将来負担比率において、実質的な将来負担がない（ゼロ以下）市町村は表示していません。

組み合わせ分析の例
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有形固定資産減価償却率と将来負担比率による組み合わせ分析



７ まとめ

◆各市町村の歳入合計は国庫支出金の減少、歳出合計は子育て世帯への臨時特別給付金事

業等の終了の影響により、歳入・歳出ともに減少した。

◆単年度収支が赤字となったこと及び財政調整基金の取崩額が増加したことから、実質単

年度収支は22億8,900万円の赤字となった。

◆経常収支比率は、経常一般歳出である物件費などが増加したことに加え、経常一般財源

等である地方交付税や臨時財政対策債が減少したことから全団体で上昇し、県全体で

94.2％（4.3ポイント上昇）となった。

◆臨時財政対策債を除く実質的な地方債現在高は減少し、人口一人当たり地方債残高は47

万1千円で、1万円減少した。

◆積立金現在高は、今後予定されている施設整備等の財源確保のため、財政調整基金及び

その他特定目的基金で増加した。

◆実質公債費比率は多くの団体で上昇したことにより県平均で上昇、将来負担比率は上昇

した団体があるものの県平均では下降した。また、資金不足比率は経営健全化基準に該

当する団体はないが、中津市の小児救急センター（診療所会計）及び小規模集合排水事

業特別会計（下水道）において資金不足が発生した。

以上のように、単年度収支及び実質単年度収支は赤字化し、経常収支比率は上昇してい

るものの、直ちに財政健全化団体に転落するおそれなどのある市町村は見られない。

しかしながら、少子高齢化・人口減少が確実に進行する中、増加する社会保障関係費の

確保、公共施設の老朽化対策や激甚化・頻発化する災害に備えた防災・減災対策の強化、

基準外繰入が常態化している地方公営企業における料金の検証・見直しなど、各団体にお

ける課題は引き続き山積している。さらには、新型コロナウイルス感染症からの社会経済

再活性化へ向けた取組も引き続き必要であるなど、地方財政を取り巻く環境は予断を許さ

ない状態が続いている。

加えて、団体における健全化判断比率の推移や社会情勢を踏まえ、効率的な投資等によ

る財政負担の平準化への取組も必要である。

各市町村においては、新型コロナウイルス収束後の社会情勢を見据え、自らの団体の立

ち位置を踏まえた行財政改革に常日頃から積極的に取り組み、工夫ある歳入確保、予算編

成のあり方の検証・見直しに加え、公共施設等の適正管理や防災・減災対策の推進などの

行財政ニーズにも対処しつつ、業務の効率化や広域的連携の推進など持続可能な財政基盤

の確立に向けた行財政運営に引き続き取り組む必要がある。

14



８ 用語の説明
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○普通会計

一般会計と特別会計（公営事業会計を除く）を合わせた統計上の会計で、国が毎年度行う地方
財政状況調査（決算統計）において、全国の自治体の財政状況を統一ルールに基づいて比較する
ため設けられたもの。

○標準財政規模

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標
準税収入額等に普通交付税（臨時財政対策債発行可能額含む）を加算した額。

○財政力指数

普通交付税算定上の、標準的な財政需要（基準財政需要額）に対する標準的な収入（基準財政収
入額）の充足割合（３か年平均）。地方公共団体の財政力を示す指数として用いられ、１未満は普
通交付税の交付団体、１を超えると不交付団体となる。

○実質赤字比率

一般会計等を対象としており、標準財政規模に対する実質収支の赤字割合を表したもの。

○連結実質赤字比率

全会計を対象としており、標準財政規模に対する実質収支の赤字割合を表したもの。

○実質公債費比率

標準財政規模に対する公債費の割合（過去３年間の平均値）を表したもの。地方公共団体の公
債費だけではなく、一部事務組合や広域連合に対して負担している公債費相当分まで対象範囲が
拡大される。

○将来負担比率

標準財政規模に対する地方公共団体の負債（将来負担：地方債現在高など）の割合を表したも
の。一部事務組合や広域連合に対する負担額（公債費相当分）はもちろん、地方公社や第三セ
クターの債務等まで対象範囲が拡大される。

○資金不足比率

公営企業会計ごとの、事業規模に対する資金不足額の割合を表したもの。

○有形固定資産減価償却率

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を表したもの。



８ 用語の説明
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一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字額

標準財政規模

元利償還金等－特定財源－元利償還金等に係る交付税算入額

標準財政規模－元利償還金等に係る交付税算入額

将来負担額－充当可能基金額－特定財源見込額－地方債現在高に係る交付税算入額

標準財政規模－元利償還金等に係る交付税算入額

資金の不足額

事業の規模

減価償却累計額

有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

○ 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 率
＝

＝

＝

＝

※事業の規模とは、営業収益（営業収益に相当する収入の額）から受託工事収益（受託工事収益に相当する収入額）を

　 控除したもの

※資金の不足額とは、流動負債と建設改良等以外の目的で発行した企業債の現在高から、流動資産と解消可能な資金

　 不足額を差し引いた額

※公営企業会計ごとに算定

○ 資 金 不 足 比 率

○ 将 来 負 担 比 率

○実質公債費比率
（ ３ か 年 平 均 ）

○連結実質赤字比率

○ 実 質 赤 字 比 率

※元利償還金等とは、地方債の元利償還金のほか一般会計から特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還の財源に

　 充てたものや債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものなどの合算額

※将来負担額とは、地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企業債の元利償還に充てる一般会計の繰
　 出見込額や退職手当支給予定額など一般会計等が将来負担する見込額の合算額

＝

＝

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

特別会計

資

金
不
足
比
率

地
方
公

共
団
体

一般会計
一般会計等

公営事業
会計

うち

公営企業

会計

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

健全化判断比率等の対象

健全化判断比率等の算式
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大 分 市 100.5 100.2 0.3 措置あり 40.4 315,100

別 府 市 99.8 100.1 ▲ 0.3 - 43.7 321,900

中 津 市 100.9 101.3 ▲ 0.4 - 40.8 311,600

日 田 市 99.8 100.1 ▲ 0.3 - 42.8 325,500

佐 伯 市 100.3 100.2 0.1 - 43.5 335,400

臼 杵 市 100.3 100.4 ▲ 0.1 - 42.8 333,900

津 久 見 市 99.3 99.4 ▲ 0.1 - 45.6 341,400

竹 田 市 99.5 99.7 ▲ 0.2 措置あり 45.2 340,500

豊 後 高 田 市 100.5 99.9 0.6 - 44.2 340,900

杵 築 市 98.0 96.2 1.8 措置あり 44.3 336,200

宇 佐 市 99.7 99.6 0.1 措置あり 41.7 322,600

豊 後 大 野 市 99.9 100.3 ▲ 0.4 - 45.6 351,900

由 布 市 100.5 100.4 0.1 措置あり 39.8 312,600

国 東 市 100.6 100.9 ▲ 0.3 措置あり 41.9 326,100

市  平  均 100.3 100.2 0.1 - 42.2 324,500

（ 全 国 市 ） 98.7 98.8 ▲ 0.1 - - -

姫 島 村 81.2 81.1 0.1 - 42.1 258,400

日 出 町 97.9 98.3 ▲ 0.4 措置あり 42.0 313,100

九 重 町 99.7 99.6 0.1 措置あり 38.5 299,500

玖 珠 町 100.4 100.2 0.2 - 43.3 334,900

 町 村 平 均 97.9 97.5 0.4 - 41.6 310,500

（全国町村） 96.3 96.3 0.0 - - -

市町村平均 100.1 100.1 0.0 - 42.1 323,500

全地方公共団体平均 98.9 99.0 ▲ 0.1 - - -

大分県 99.3 99.3 0.0 - 41.9 316,300

※平均年齢・平均給料月額については、再任用職員を含む。

市町村名

一般行政職の給与等の状況

ラスパイレス指数
令和４年度
給与削減
措置実施

平均年齢

（歳）

平均給料
月額

（百円）Ｒ４年 Ｒ３年 前年比

参考資料 市町村別ラスパイレス指数
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